
各部門の主要な施策の成果

１．総務部門
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

企 画 費 キョウイク(教育・共育・今日行く！)拠点によるまちづくり事業 各事業の実施を通じ、地方創

332,861,718 10,912,000円 生人材の育成、郷土愛の醸成、

地域の企業力向上が図られた。

地元の高等教育機関を核とした地元雇用やＵターン就職等の人材

定着、地域内での起業、創業を促す人材育成、「知」の集積、高等

教育機関及び研究活動への援助等の事業を通じ、むつ下北地域の可

能性を最大限に引き出し、地域経済の活性化、発展に寄与すること

を目的として、産官学連携により設立されたむつ下北未来創造協議

会に対し負担金を支出した。

廃止路線代替バス運行対策事業 6,543,000円 バス路線の廃止等により、

代替バスを運行している事業者へ

地域住民の生活交通の確保を図り、住民の利便性及び福祉の向上 運行費の補助をすることで、

に資するための補助金を交付した。 沿線住民の交通手段の確保が図

られた。

○補助金交付団体 有限会社むつ車体工業

有限会社脇野沢交通

○補助対象期間 R3.10.1～R4.9.30

○補 助 金 内 訳

・川内～湯野川線 2,976,000円

・九艘泊線、源藤城線 3,567,000円

むつ市離島航路運航維持事業費補助金 65,771,538円 脇野沢地区及び川内地区住民

の生活航路が確保された。

佐井村からむつ市脇野沢地区を経由して青森市までの間を連絡

する離島航路の維持を図るため、運航によって生じる経常損失に

ついて、当該旅客定期航路事業者であるシィライン株式会社に対し

補助金を交付した。

○旅 費 24,000円

○補助金 65,747,538円

・補助金交付団体 シィライン株式会社

・補助対象期間 R3.4.1～R4.3.31

むつ市高齢者無料乗車証事業 33,633,820円 高齢者の積極的な社会参加に

よる健康増進及び福祉の向上、

高齢者の公共交通（路線バス、デマンド型乗合タクシー）利用を 公共交通機関の利用促進につな

無料化することにより、市内高齢者の積極的な社会参加による健康 がった。

増進及び福祉の向上を図るとともに、公共交通機関の利用促進を

図った。

〇消耗品費 44,935円

〇運賃相当額負担金 33,588,885円

・令和４年度交付枚数： 1,504枚

（令和３年度交付枚数： 2,045枚）

・令和４年度延べ利用者数：66,668人

（令和３年度延べ利用者数：23,021人）
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

企 画 費 地域おこし協力隊設置事業 14,913,972円 隊員が３名に増えたことによ

（続き） り、幅広い事業を企画、開催し

少子高齢化が進行する中で地域経済の縮小、コミュニティの崩壊 地域を巻き込んだ活動をするこ

を防ぐためには、地域づくりを担う人材を確保し、地域を巻き込ん とにより、地域の活性化が図ら

だ事業に取り組む必要がある。まちづくり団体や若手人材の活動が れた。

不足している脇野沢・川内地区において、国の地域おこし協力隊制

度を利用しイルカやジオパークといった地域資源を活用した観光ア

クティビティの開発、社会教育事業、環境保全活動の実施をコーデ

ィネートする人材を確保することで、新たなビジネスの創出、地域

づくり、活性化に取り組むもの。

地域おこし協力隊員の委嘱は市が行い、募集・人選・雇用・業務

管理等は、川内地区でイルカ等の地域資源を研究・活用した事業

を実施しているＮＰＯ法人シェルフォレスト川内に業務委託した。

令和４年度は、３人の地域おこし協力隊員が活動した。

青森明の星短期大学「下北キャンパス」運営費補助 地域初の高等教育機関に対し

37,417,000円 運営費を補助することで、学び

の場を確保し、教育環境の維持

むつ市初の高等教育機関である青森明の星短期大学「下北キャンパス」 向上が図られた。

が果たす重要な役割に鑑み、教育環境の向上を図るとともに、経営

の健全性を高め、本市の教育振興につなげるため、令和４年度中の

キャンパス等賃借料(対象経費の1/2以内の額、交付限度額は500万円）

に係る補助金を交付した。

また、新型コロナウイルス感染症の影響による企業寄附金の減少

など、大学運営に支障を来していることについて、令和２年４月開

設当初から令和４年度までのキャンパス賃借料及びバス借上料から

市が支払った「むつ市青森明の星短期大学下北キャンパス運営費補

助金」の額を控除した額について補助金を交付した。

むつ下北未来創生キャンパス活用促進事業 3,000,000円 むつ下北未来創造協議会をは

じめ、県内の民間企業、高校、

金谷公園と一体的に、学び、交流、文化、コミュニケーションの サークル、研究機関、下北文化

拠点として令和４年４月に開設された「むつ下北未来創生キャンパス」 会館指定管理者等、様々なステ

の活用促進を図るため、市内にキャンパスを置く青森大学、青森明 ークホルダーに参画いただき、

の星短期大学、従来よりサテライトキャンパスとして当市と連携し イベントにおける展示、発表、

ている弘前大学、青森中央学院大学の合同大学祭を中心に、地域の 出店等が充実し事業が円滑に進

企業及び団体とのコラボレーション、県内飲食店の出店等により、 むとともに幅広い分野において

学生と地域住民の交流促進、にぎわいの創出、地域経済の活性化を 大学生との交流が図られ高い集

図ることを目的としたむつ下北未来創生キャンパス祭の実行委員会 客効果を実現させることができ

に対し負担金を交付した。 た。

高等教育支援事業 10,803,510円 令和５年４月から青森明の

星短期大学下北キャンパスが本

公共交通機関利用による感染リスクを防ぎ、計画的な事業実施を 学への通学での利用を開始し、

支援するため、市内高等教育機関並びにサテライトキャンパスを展 青森大学むつキャンパスは下北

開する弘前大学及び青森中央学院大学がフィールドワーク等を実施 地域でのフィールドワークで活

する際に活用するバスを購入した。 用している。今後、弘前大学や

青森中央学院大学においても、

○役務費 74,810円 滞在型学習で利用するなど、今

〇備品購入費 10,725,000円 後活用する場面が増えていくこ

〇公課費 3,700円 とが予想される。
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

企 画 費 プレミアム付タクシーチケット事業 12,945,029円 市民のタクシー利用を促進す

（続き） ることで、タクシー事業者を支

新型コロナウイルス感染症の拡大により、影響を受けているタク 援するとともに、市内経済の活

シー事業者を支援するため、プレミアム付タクシーチケットを発行 性化が図られた。

した。

○プレミアム付タクシーチケット事業委託料 3,122,229円

○プレミアム付タクシーチケット事業負担金 9,822,800円

・販 売 期 間 R4.6.25～R4.11.30

・使 用 期 間 R4.6.25～R4.12.31

・発 行 枚 数 50,000枚

・発 行 総 額 25,000,000円

・販 売 枚 数 50,000枚

・販 売 総 額 15,000,000円

・換金（使用）枚数 49,114枚

・換金（使用）総額 24,557,000円

むつ市地域間幹線系統等確保維持費補助金 10,385,000円 人口減少等による輸送人員の

減少により経営が悪化している

地域住民の生活交通の確保を図り、住民の利便性及び福祉の向上 路線バス事業者に対し補助金を

に資するための補助金を交付した。 交付することにより、生活バス

路線の運行維持が図られた。

○補助金交付団体 下北交通株式会社

ジェイアールバス東北株式会社

○補助対象期間 R3.10.1～R4.9.30

○補 助 金 内 訳

・むつ・佐井線(むつバスターミナル～佐井車庫)

3,353,000円

・むつ線 (むつバスターミナル～大畑駅)

477,000円

・泊線 (むつバスターミナル～泊車庫)

492,000円

・野辺地線 (むつバスターミナル～野辺地駅)

2,775,000円

・尻屋線 (むつバスターミナル～尻屋)

1,585,000円

・下北線 （田名部～脇野沢）

1,703,000円
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

企 画 費 ふるさと納税関連費 61,885,839円 令和４年度は、134,935,630円

（続き） の寄附をいただいた。

寄附をいただいた方にむつ市の特産品をお送りし、地域の産業や

企業の魅力をＰＲした。

また、令和４年８月豪雨災害の際には、ふるさと納税を活用する

ことで当市への寄附のほか、被災した山形県南陽市分の代理受納を

実施し、迅速な被災者支援を行うことができた。

【寄附金申込使途別収入】

・ジオパーク推進 849件 16,539,000円

・安心して暮らせるまちづくり推進 582件 12,229,900円

・次代を担う子どもたちのひとづくり 1,702件 35,592,730円

・産業振興の促進 1,352件 27,120,000円

・市民生活を守るための緊急支援対策 1,908件 41,453,000円

・令和４年８月豪雨災害 276件 1,601,000円

・山形県南陽市代理受納分 29件 400,000円

合 計 6,698件 134,935,630円

【返礼品の状況】

○受付実績 6,614品

○寄附者への謝礼 41,510,572円

○返戻率 原則25％以内

庁 舎 管 理 費 デジタル防災センター整備事業【デジタル化推進枠】 本庁舎開放エリアをデジタル

217,566,213 9,900,000円 防災センターに改修する。

令和４年度は、建物の改修に

〇基本計画策定 １式 必要となる基本計画の策定を行

った。

広 報 費 広報紙発行 23,845,378円 市の取組や行事等の情報を

42,456,000 発信したことで、市民協働による

○年間12回発行し、町内会経由等で市民へ配布。 まちづくりの推進に寄与した。

株式会社エフエムむつによる情報提供 12,222,216円 「むつ市広報タイム」として

（愛称「エフエム・アジュール」） 広報紙へ掲載した内容を耳で

聞く情報として広く発信し、

定期番組放送 むつ市広報タイム 6,190分 また、市議会の中継や再放送を

行うことで市政への関心を

高めることにつながった。

不定期情報 当市からの不定期の放送依頼に応 158分 加えて、各課から随時、放送

放送 じて放送局がリアルタイムで放送 依頼を行っているため、市民に

（迷子、熊目撃など） 身近で、必要な情報を即時的に

発信した。

議会放送 市議会中継等の放送 7,602分

緊急防災情報 災害時、緊急時など必要に応じて 42分

放送 適宜放送（24時間体制維持）
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

コ ミ ュ ニ テ ィ むつ市地域の明るい未来づくり応援補助金 むつ市地域の明るい未来づくり

推 進 費 交付額 7,862,205円 応援補助金交付要綱の規定に

17,454,028 より、町内会等が行う自主的な

①地域コミュニティ・チャレンジ事業 市民活動の実施及び活動拠点の

（町内会の運営や事業実施に対する補助） 整備に要する経費に対し補助金

162件 6,639,450円 を交付した。

②活動拠点整備事業

・活動拠点設置等補助

（集会所の新築、増・改築、修繕に対する補助）

２件 828,300円

・活動拠点用地借上げ補助

（集会所用地借上げに対する補助）

５件 394,455円

町 会 名 補助区分 交 付 額

兎 沢 修 繕 476,300

宇曽利川 修 繕 352,000

横 迎 町 土地借受料 120,195

大湊上町 土地借受料 25,247

下 北 町 土地借受料 93,110

田名部町 土地借受料 140,250

近 川 土地借受料 15,653

計 7件 1,222,755

コミュニティ助成事業助成金 一般財団法人自治総合センター

４件 交付額 8,500,000円 か ら の 助 成 金 を 財 源 に 、

各コミュニティ団体に助成金を

交付し、コミュニティ活動の

コミュニティ団体 交 付 額 促進に寄与した。

浜町町内会（川内） 2,500,000

斗南岡町内会（むつ） 1,200,000

栄町町内会（むつ） 2,300,000

大湊浜町町内会（むつ） 2,500,000
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

経 営 改 善 費 業務効率化推進事業 10,226,854円 自治体DXを推進したことで、

155,447,457 業務の効率性が上がった。

AI等を活用した業務の自動化、職員間のコミュニケションツール

の充実やテレワーク実施体制を整備した。

・ＲＰＡツール使用料 2,381,500円

・ＲＰＡ運用等支援業務委託 941,600円

・ＡＩ－ＯＣＲツール使用料 1,320,000円

・LoGoチャットサービス利用料 2,356,200円

・ＬＧＷＡＮリモートアクセス利用料 2,640,000円

・会議録システム導入費 282,040円

・その他役務費等 305,514円

デジタル化推進ツール導入事業 1,135,200円 PCR検査センター予約やマイ

ナンバーカード申請、イベント

各種申込み、アンケートなどをオンラインで申請できるツールを などの申込みをパソコンやスマ

導入した。 ートフォンからできるツールを

導入し、市民の利便性が向上した。

・LoGoフォームサービス利用料 1,135,200円

窓口業務支援システム導入事業【デジタル化推進枠】 スマートフォンを活用する

28,636,300円 「事前申請システム」と窓口で

申請書作成を行う「申請書作成

市民課窓口での証明書申請書や住民異動届出書などの手書きで行 支援システム」を導入すること

っていた申請をデジタル化し、「書かない」、「待たせない」窓口を で、市民の利便性が向上した。

構築した。

・異動受付支援システム

・事前申請システム／申請書作成支援システム
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

経 営 改 善 費 コンビニ交付システム導入事業【デジタル化推進枠】 全国56,000店舗以上のコンビ

（続き） 43,376,540円 ニエンスストアで毎日、午前６

時30分～午後11時まで各種証明

全国のコンビニエンスストア等で住民票や戸籍証明書などの各種 書の取得が可能となった。

証明書を取得できるコンビニ交付システムを導入した。 また、窓口交付と比較し、

100円安い手数料を設定して

・コンビニ交付構築業務委託 21,120,000円 いるため、市民の利便性が

・住民情報データ連携構築業務委託 20,790,000円 向上した。

・コンビニ交付利用料、負担金 584,870円

・その他システム試験旅費等 881,670円

【取得可能な証明書】

①住民票の写し

②印鑑登録証明書

③戸籍証明書（全部事項証明書、個人事項証明書）

④戸籍の付票の写し

⑤所得課税証明書

スマートシティ構想促進ＤＣＰ整備事業 28,270,000円 「青い森オープンデータカタ

ログ」へオープンデータ基盤を

スマートシティ構想推進の要であり都市OS構築の前提となるオー 構築し、35種類のデータを公開

プンデータ基盤を構築し、市が保有し公開するデータを利用者の利 した。

便性向上や持続的な質の確保を実現する機能性に優れたオープンデ

ータとして整備した。

・オープンデータ基盤構築業務委託 28,270,000円

マイナンバーカード普及促進支援事業 33,994,563円 様々な場所、場面でマイナン

バーカード申請支援を行ったこ

マイナンバーカードの普及促進を図るための外部委託による図書 とで、マイナンバーカード交付

館等への常設の申請支援スポットの設置及び市内公共施設、商業施 枚数率が年度当初より35.1％上

設、町内会、各種イベント会場等での出張申請支援を行い、マイナ 昇した。

ンバーカードを申請しやすい環境を構築した。

【支援件数】

①常設申請スポット 3,888件

②出張申請支援 3,528件 合計 7,416件

【交付枚数率】

R4.4.1現在 41.1％ → R5.3.31現在 76.2％（35.1％増）
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

情 報 管 理 費 システム管理運営事業 131,527,367円 住民情報システムはパッケージ

335,610,050 ソフトを導入したことにより、

住民情報システムで稼働する、住民基本台帳、市税、国保及び 制度改正等に伴うシステム改修

介護保険等基幹業務システムの情報管理と処理並びに制度改正対応 やシステムアップデートなどの

や機器等の保守、WebGIS、財務情報、グループウェア等の運用保守 作業に迅速かつ正確に対応して

のほか、公用パソコン等情報機器調達管理、他団体の給与計算業務 いる。また、本庁舎をはじめ各

を受託処理している。 分庁舎での住民情報の即時処

理、各種証明書及び通知書の即

【運用システム】 時発行についても、円滑な業務

・住民情報システム（人事給与システム含む） 70,950,000円 実施に寄与した。

①住民記録システム（住民基本台帳ネットワークシステム含む） WebGIS、財務情報システム、

②外国人登録システム ③印鑑登録システム グループウェア等のシステム化

④選挙システム ⑤学齢簿管理システム は、行政事務の効率化につな

⑥宛名・納付システム ⑦国民健康保険賦課システム がっている。

⑧個人住民税システム ⑨固定資産税システム

⑩軽自動車税システム ⑪法人住民税システム

⑫保育所保育料システム ⑬子ども子育て支援システム

⑭収納管理システム ⑮国民健康保険資格システム

⑯国民年金システム ⑰介護保険システム

⑱後期高齢者医療システム ⑲児童手当システム

⑳人事システム ㉑給与システム

㉒福利厚生

・固定資産業務支援GIS・WebGIS利用料 2,750,000円

・財務情報システム利用契約 5,346,000円

・グループウェア保守業務委託 1,760,000円

・防災・学校メール配信システム利用料 1,623,600円

【調達管理】

・公用パソコン等機器賃借料 1,102,788円

・コピー複合機使用料 28,336,901円

【受託処理業務】

①下北地域広域行政事務組合 職員給与計算

②一部事務組合下北医療センター 職員給与計算

ネットワーク管理運営事業 73,626,533円 総合行政ネットワーク（LGWAN）

及び各庁舎間ネットワークの

国と市町村を接続する総合行政ネットワーク（LGWAN)をはじめ、 活 用 に よ り 、 各 庁 舎 及 び

各庁舎及び公共施設を接続する情報ネットワークの運用管理、 公共施設間での迅速な情報共有

また、市内のブロードバンドゼロ地域解消を目的に、市内５地区に を可能とすることで事務の

整備した光ファイバケーブル等設備と、地上デジタル放送の 効率化が図られた。

難視地区伝送路の維持管理を行っている。 ま た 、 ブ ロ ー ド バ ン ド

光ファイバケーブル等設備を

・情報ネットワーク管理業務委託 43,230,000円 通信事業者に貸し出し、住民へ

・光ファイバ芯線等保守管理業務委託 5,562,700円 の安定したインターネット

・小赤川地区光通信ケーブル移設工事 1,540,000円 サービスを提供するとともに、

設備の保守を行い、障害、支障

ケーブル等の対応を迅速に

行った。
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

情 報 管 理 費 仮想サーバ改修事業 17,745,112円 機器更新によりシステムの安

（続き） 定運用が図られた。

令和４年度中に保守期限を迎えるインターネット系仮想サーバの

更新を行った。

・インターネット系仮想サーバ機器更新業務委託 5,500,000円

・インターネット系仮想サーバ機器等購入費 12,245,112円

人事給与システム更新事業 38,346,000円 機器更新及び法改正対応等を

適切に対応することによりシス

人事給与システムを稼働させている仮想基盤装置の更新、地方公 テムの安定運用が図られた。

務員等共済組合法の改正による対応及びInternet Explorerのサポ

ート終了に伴う改修・更新作業を行った。

・仮想基盤装置更新業務委託 24,200,000円

・共済改正対応業務委託 8,800,000円

・モダンブラウザ対応業務委託 1,716,000円

・福祉互助会令和４年度制度改正対応業務委託 3,630,000円

基幹系仮想サーバ改修事業 19,574,280円 機器更新によりシステムの安

定運用が図られた。

令和４年度中に保守期限を迎える基幹系仮想サーバの更新を

行った。

・基幹系仮想サーバ機器更新業務委託 5,500,000円

・基幹系仮想サーバ機器等購入費 14,074,280円

ファイアウォール機器更新事業 12,463,000円 機器更新によりシステムの安

定運用が図られた。

年数経過により保守が不可能となったファイアウォール機器の

更新を行った。

・ファイアウォール機器更新業務委託 5,390,000円

・ファイアウォール機器等購入費 7,073,000円
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

情 報 管 理 費 職員用パソコン更新事業 14,462,448円 職員用パソコンの更新により

（続き） 安定した稼働を継続することが

経過年数に応じ、職員用パソコンの更新を行った。 できた。

・パソコン等購入費 9,323,160円

・ライセンス等使用料 4,828,208円

・消耗品費等 311,080円

コ ミ ュ ニ テ ィ 文化会館管理費 106,129,912円 指定管理者制度を導入し、民間

セ ン タ ー のノウハウを活かした施設運営

管 理 費 ・指定管理者 株式会社東京堂 により、利用者サービスの向上

116,544,197 ・指定管理施設 下北文化会館 及び運営経費の削減が図られた｡

・施設利用者 令和４年度 145,034人 近年の利用者減少傾向、また、

新型コロナウイルス感染症の影

響を受ける中、文化芸術事業を

展開し利用者の増加に努めた。

庁 舎 建 設 費 大畑庁舎移転事業 70,302,067円 大畑庁舎移転事業の最終年度

70,302,067 であり、大畑小学校前に防災広

○第二期外構工事【防災広場】 56,672,000円 場、北側駐車場に外部倉庫を整

備した。防災広場にはかまどベ

○外部倉庫新築工事 11,880,000円 ンチやマンホールトイレなどの

防災設備を整備したことにより、

○外部倉庫新築工事実施設計業務委託 1,210,000円 地域の防災拠点として大畑庁舎

及び大畑小学校の防災機能が向

○大畑庁舎内・外備品購入費 461,128円 上した。

○建築確認等手数料 35,000円

○庁舎移転事務消耗品費 43,939円
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

税 務 総 務 費 市民税関係 市民への申告相談や無申告世帯

271,025,999 に対する申告指導を行い、適正

申 告 相 談 ２月８日から３月15日まで４会場で実施し、 な課税に努めた。

6,527件を受付。 申告相談の際は利用者識別番

号の取得を勧め、申告の電子化

無申告世帯 文書等による催促のうえ申告指導を実施。 を推進した。

課税額（現年度分） （単位：円）

税 目 課税対象 調 定 額 対前年増減

個 人 市 民 税 26,740人 2,404,706,989 26,081,677

法 人 市 民 税 1,131法人 323,259,200 ▲45,455,700

軽 自 動 車 税
21,732台 167,992,600 3,380,600

種 別 割

軽 自 動 車 税
15,959,700 6,752,800

環 境 性 能 割

市 た ば こ 税 89,932,526本 589,237,911 39,292,173

入 湯 税 12,424人 1,863,600 373,650

合 計 3,503,020,000 30,425,200

固定資産税関係課税額（現年度分） （単位：円）

税 目 課税対象 調 定 額 対前年増減 土地については、課税客体を

より正確かつ効率的に把握し、

固 定 資 産 税 25,279件 2,141,251,000 66,668,000 適正な課税に努めた。

家屋については、合計181棟

都 市 計 画 税 15,531件 162,532,100 5,712,400 の新増築分の調査を実施し、

適正な課税に努めた。

国有資産等所在 償却資産については、申告指導

市町村交付金 ５団体 58,108,800 4,268,500 をそれぞれ実施し、適正な課税

に努めた。

合 計 2,361,891,900 76,648,900

新増築家屋調査件数

・木 造 家 屋・・・ 158 棟（うち増築分 ４ 棟）

・非木造家屋・・・ 23 棟（うち増築分 ２ 棟）

固定資産評価替え事業（継続費） 22,759,000円 精度の高い課税資料の整備に

より、事務の効率化が図られ、

年 度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合 計 公平かつ適正な課税に努めるこ

とが可能となる。

予算額 2,399,100 23,155,000 17,369,000 42,923,100

決算額 2,321,000 22,759,000 ― ―
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

税 務 総 務 費 本事業は、令和６年度の固定資産評価替えに伴い、鑑定評価、

（続き） 路線価付設等、それらに付随する固定資産土地評価関連業務を

実施し、公平かつ適正な評価を行うため、必要な課税資料を整備

するものである。

市 税 等 徴 収 費 収 納 累積滞納者と新たな滞納者を

47,175,074 増やさないため、夜間・休日窓口

の開設、臨戸訪問、各種催告、

差押え等を実施し、市税収入の

確保が図られた。

調定額（過年度を含む） （単位：円、％）

税 目 令和４年度決算 令和３年度決算 増 減 額 増減率

Ａ Ｂ Ｃ（Ａ－Ｂ） Ｃ/Ｂ

市 民 税 2,820,121,425 2,843,543,357 ▲23,421,932 ▲0.8

固定資産税 2,306,759,583 2,248,363,855 58,395,728 2.6

軽自動車税 192,978,611 184,239,300 8,739,311 4.7

市たばこ税 589,237,911 549,945,738 39,292,173 7.1

都市計画税 170,776,514 166,262,845 4,513,669 2.7

入 湯 税 1,863,600 1,489,950 373,650 25.1

合 計 6,081,737,644 5,993,845,045 87,892,599 1.5

収入済額（過年度を含む） （単位：円、％）

税 目 令和４年度決算 令和３年度決算 増 減 額 増減率

Ａ Ｂ Ｃ（Ａ－Ｂ） Ｃ/Ｂ

市 民 税 2,733,976,359 2,740,175,441 ▲6,199,082 ▲0.2

固定資産税 2,190,442,918 2,119,391,465 71,051,453 3.4

軽自動車税 183,461,956 172,539,389 10,922,567 6.3

市たばこ税 589,237,911 549,945,738 39,292,173 7.1

都市計画税 162,208,648 156,391,850 5,816,798 3.7

入 湯 税 1,863,600 1,489,950 373,650 25.1

合 計 5,861,191,392 5,739,933,833 121,257,559 2.1
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

市 税 等 徴 収 費 差押えの状況 （単位：円）

（続き）

令和４年度Ａ 令和３年度Ｂ 増減Ｃ(Ａ－Ｂ)

区 分

件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額

動 産 0 0 0 0 0 0

不動産 0 0 0 0 0 0

自動車 0 0 0 0 0 0

債 権 273 59,467,602 284 71,043,910 ▲11 ▲11,576,308

合 計 273 59,467,602 284 71,043,910 ▲11 ▲11,576,308

※令和４年度 債権差押えの内訳

国税還付金 167件 3,372千円 給 与 60件 13,725千円

預貯金 20件 5,149千円 その他 26件 37,221千円

納税貯蓄組合の市税取扱状況 （単位：件、千円、％）

全 体 納税貯蓄組合 納税組合取扱

税 目 割合(全体比)

件 数 調 定 収 入 徴収率 件 数 調 定 収 入 徴収率 (収入額) ％

個人市県民税(普通徴収) 6,612 691,694 667,161 96.5 360 63,668 63,474 99.7 9.5

固定資産税（純固＋都市） 25,279 2,303,783 2,280,714 99.0 1,188 57,886 57,802 99.9 2.5

国民健康保険税（普通徴収） 7,474 967,353 922,214 95.3 347 77,409 76,640 99.0 8.3

軽自動車税（種別割） 21,732 167,993 165,480 98.5 874 5,392 5,372 99.6 3.2

介護保険料（普通徴収） 1,858 101,876 92,419 90.7 10 589 589 100.0 0.6

合 計 62,955 4,232,699 4,127,988 97.5 2,779 204,944 203,877 99.5 4.9

口座振替 納税成績向上のため51組合に

◎振替件数･振替金額 補助金（4,252,263円）を交付

市県民税（普通徴収） 6,813件 142,404千円 するとともに、納税貯蓄組合連

固定資産税（純固＋都市） 41,699件 457,198千円 合会を通じて、納税思想の普及

軽自動車税（種別割） 1,945件 14,002千円 を図った。

国民健康保険税（普通徴収） 11,274件 258,285千円

介護保険料（普通徴収） 1,006件 10,280千円

計 62,737件 882,169千円
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

市 税 等 徴 収 費 コンビニ収納

（続き） ○収納件数・収納金額

・市県民税（普通徴収） 8,505件 129,147千円

・固定資産税（純固＋都市） 20,374件 251,050千円

・軽自動車税（種別割） 11,349件 91,869千円

・国民健康保険税（普通徴収） 7,755件 170,754千円

・介護保険料（普通徴収） 2,051件 28,266千円

計 50,034件 671,086千円

戸 籍 住 民 基 本 窓口サービス専門員関係 25,534,137円 窓口業務に特化した窓口サー

台 帳 費 ビス専門員を配置することで、

176,199,553 多様な住民ニーズに応え、来庁者が満足できる住民サービスを スムーズな業務処理の向上及び

提供するため、本庁舎、川内庁舎及び大畑庁舎に、総数12人の窓口 来庁者の待ち時間の短縮につな

サービス専門員を配置し、証明書発行や住民基本台帳の異動事務等 がっているものである。

を行っている。 毎年度、継続的な運用を行う

本庁舎においては、利用者の最も多い市民課の窓口業務に精通 ことで、より一層の住民サービ

している窓口サービス専門員が、総合案内の業務も並行して行う スの向上が図られる。

ことで全庁的なサービス向上を図っている。

〇窓口サービス専門員配置

・本 庁 舎 ８人

・川内庁舎 ２人

・大畑庁舎 ２人

社会保障・税番号制度対応事業 17,572,035円 令和４年度末で交付済の累計

枚数は41,873枚となり、むつ市

個人番号カードの円滑な交付のため、申請状況に応じて休日交付 の人口に対する交付率は76％を

窓口及び平日の夜間窓口を開設し交付事務を行った。 超えている。

・平成28年２月、個人番号カード交付開始

・個人番号カード休日交付窓口開庁

・個人番号カード交付実績 平成27年度 789枚

平成28年度 4,198枚

平成29年度 1,002枚

平成30年度 779枚

令和元年度 1,731枚

令和２年度 5,577枚

令和３年度 8,910枚

令和４年度 18,907枚

交付済累計 41,893枚

戸籍総合システム更新事業 24,108,150円 法定耐用年数を経過した端末

を更新し、証明発行や戸籍異動

平成19年度に電算化された戸籍総合システムは、法定耐用年数の において、安定的な稼働を実現

経過による更新を５年に１度実施しており、平成29年度の更新に引 できた。

き続き、本年度はサーバのクラウド化も併せて全端末の更新を行っ サーバをクラウド化すること

た。 で、頻繁に行われる戸籍法の改

正にも迅速に対応できるように

・戸籍総合システム更新（クラウド化）業務委託料 23,870,000円 なり、災害時の物理的ダメージ

・戸籍総合システム旧端末処分業務委託料 238,150円 に対するリスク軽減も図られる。
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２．民生部門
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

社会福祉総務費 燃料価格高騰対策事業 243,970,152円 207,824,000円分の燃料券が

491,859,200 使用され、市民に対し燃料価格

市民生活における燃料価格高騰の影響を緩和するため、全市民 高騰の影響を緩和することがで

（54,016人）に対し、燃料（灯油、ガソリン、軽油）に使用できる きた。

4,000円分の燃料券を郵送にて配布した。

○郵便宅配料 24,685,312円

○燃料クーポン券発行等業務委託 11,460,840円

○燃料価格対策事業助成金 207,824,000円
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

障 害 福 祉 費 障害福祉サービス事業 1,647,387,634円 障害者又は障害児に、自宅や

2,205,013,271 施設等で入浴、食事等の介護

利用者数 ･････676人 内訳：身体障害者･････159人 や、就労のための訓練等、日常

知的障害者･････329人 生活や社会生活への支援を行った。

精神障害者･････176人

難 病 患 者･････ 1人

障 害 児･････ 11人

(単位：人、円)

区 分 事業所数 利用実人数 利用延べ人数 給 付 額

居 宅 介 護 18 150 1,341 173,529,978

同 行 援 護 3 6 39 1,019,680

療 養 介 護 3 11 127 32,873,150

生 活 介 護 35 226 2,601 571,877,088

短 期 入 所 7 44 258 14,143,413

施 設 入 所 支 援 25 147 1,696 243,289,131

自 立訓練 ( 生活訓練 ) 6 31 250 35,150,605

宿 泊 型 自 立 訓 練 5 27 211 23,193,924

就 労 移 行 支 援 2 14 87 16,907,620

就 労 継 続 支 援 Ａ 型 5 31 307 34,022,940

就 労 継 続 支 援 Ｂ 型 35 244 2,549 329,082,660

共 同 生 活 援 助 31 77 850 141,202,221

就 労 定 着 支 援 1 3 30 497,330

地 域 移 行 支 援 3 3 19 764,830

計 画 相 談 支 援 41 649 1,792 29,810,939

高額障害福祉サービス費 2 2 4,855

やむを得ない事由による措置費 1 1 17,270

合 計 12,160 1,647,387,634
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

障 害 福 祉 費 障害児通所支援事業 149,951,298円 障害のある児童に、事業所への

（続き） 通所により、日常生活における

利用者数 ･････164人 （内訳）未就学児･･･ 83人 基本的動作の指導や、生活能力

小 学 生･･･ 51人 向上のための訓練等の支援を行

中 学 生･･･ 15人 った。

高 校 生･･･ 15人

(単位：人、円)

区 分 事業所数 利用実人数 利用延べ人数 給 付 額

児 童 発 達 支 援 2 81 597 70,228,315

医療型児童発達支援 0 0 0 0

放課後等デイサービス 7 95 882 72,910,428

障 害 児 相 談 支 援 5 157 350 6,624,640

高額障害児通所給付費 9 9 187,915

肢体不自由児通所医療費 0 0 0 0

合 計 1,838 149,951,298

療養介護医療費給付事業 8,929,519円 障害福祉サービスの「療養介

(単位：人、円) 護」を利用する障害者に対し、

医療に係る部分について、その

給付者数 医療費総額 保険者負担 公費負担 自己負担 医療費の一部を給付した。

11 108,620,477 96,438,619 8,929,519 3,252,339

身体障害者(児)補装具費支給事業 16,608,441円 身体障害者(児)の日常生活や

(単位：件、円) 社会生活の向上を図るため、

その失われた身体機能や損傷の

区 分 件数 総費用額 公費負担 自己負担 ある身体機能を補うための用具

を給付し、福祉の増進を図った。

身 交 付 37 5,411,440 5,350,581 60,859

体

障 修 理 45 2,085,552 2,041,037 44,515

害

者 計 82 7,496,992 7,391,618 105,374

身 交 付 39 9,281,463 8,895,992 385,471

体

障 修 理 7 356,477 320,831 35,646

害

児 計 46 9,637,940 9,216,823 421,117

合 計 128 17,134,932 16,608,441 526,491
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

障 害 福 祉 費 自立支援医療費(更生医療)給付事業 143,590,894円 身体障害者が、障害を除去又

（続き） (単位：件、円、人） は軽減し、日常生活能力又は

職業能力を回復させるための

給付 医療費の内訳 医療を受けた場合、その医療費
区 分 の一部を給付した。

件数 公費負担 保 険 負 担 自己負担 実人数

肢体不自由障害 0 0 0 0 0

入

心臓機能障害 42 8,907,960 77,397,250 185,302 31

じん臓機能障害 254 30,686,683 82,386,103 355,000 101

院

計 296 39,594,643 159,783,353 540,302 132

じん臓機能障害 1,761 102,620,073 490,084,138 5,668,663 186

入

肝臓機能障害 13 191,511 619,426 75,505 2

院

免疫機能障害 17 1,184,667 9,234,201 160,000 4

外

計 1,791 103,996,251 499,937,765 5,904,168 192

合 計 2,087 143,590,894 659,721,118 6,444,470 324

相談支援事業 9,663,084円 障害者やその家族、保護者から

(単位：人、件、円) の相談対応や必要な情報提供を

行うため、４か所の相談支援事

委託事業所 利用実人数 延べ相談件数 委託金額 業所へ委託し、相談支援を行っ

た。

と な み 療 護 園 71 239 2,600,000 また、障害者等の地域生活支援

のため、地域自立支援協議会に

ハートランドさくら 108 361 2,600,000 おいて関係機関による協議を

行った。

ぱ れ っ と 47 574 2,600,000

ぽこ・あ・ぽこ 16 34 1,700,000

合 計 242 1,208 9,500,000

講師謝礼、旅費等 163,084

日常生活用具給付事業 16,378,222円 在宅の重度障害者(児)に対し､

(単位：件、円) 日常生活の便宜を図るため各種

用具を給付し、日常生活の向上

区 分 件 数 総費用額 公費負担 利 用 料 と福祉の増進を図った。

障害者 1,482 14,861,154 14,466,192 394,962

障害児 123 1,517,068 1,373,060 144,008

合 計 1,605 16,378,222 15,839,252 538,970
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

障 害 福 祉 費 地域活動支援センター事業 14,200,000円 障害者等に対し創作活動又は

（続き） ○地域活動支援センターⅠ型：ハートランドさくら 生産活動の機会の提供、社会と

補 助 金 額：9,000,000円 （単位：人、日、人/日） の交流の促進等の便宜を供与

するため、当事業を行う事業所

在籍人数 利用実人数 開所日数 利用延べ人数 平均利用者数 に対し補助を行った。

50 45 240 4,840 20.17

○地域活動支援センターⅢ型：アックス工房

補 助 金 額：5,200,000円 （単位：人、日、人/日）

在籍人数 利用実人数 開所日数 利用延べ人数 平均利用者数

8 8 104 704 6.8

訪問入浴サービス事業 6,625,000円 在宅又は施設での入浴が困難

(単位：人、回、円) な重度の身体障害者（児）に

対し、巡回入浴車で利用者宅を

区 分 実人数 延回数 総費用額 公費負担 利用料 訪問し入浴の支援を行った。

障害者 5 530 6,625,000 6,584,200 40,800

日中一時支援事業 2,434,120円 障害者等の日中における活動

(単位：人、回、円) の場を確保し、家族の就労支援

及び家族のケアを一時的に代理

区 分 実人数 延回数 総費用額 公費負担 利用料 し、負担の軽減を図った。

障害者 6 853 1,231,390 1,231,390 0

障害児 13 472 1,202,730 1,081,242 121,488

合 計 19 1,325 2,434,120 2,312,632 121,488

重度心身障害者医療費助成事業 51,287,560円 重度心身障害者の健康保持及び

○受給対象者・・・・705人 内訳：身体障害者・・・・442人 増進を図るため、医療費を助成

知的障害者・・・・202人 し、その負担の軽減及び福祉の

精神障害者・・・・ 61人 増進を図った。

(単位：人、件、円)

種 別 受給者数 給付件数 給 付 額

国民健康保険 261 5,012 28,803,484

社 会 保 険 等 197 1,367 12,122,877

後期高齢者医療 247 2,113 9,936,098

合 計 705 8,492 50,862,459

※給付額は、決算額から高額介護合算療養費にかかる歳入425,101円を
差し引いた額になっている。
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

障 害 福 祉 費 特別障害者手当等給付事業 27,131,135円 著しい重度の障害により日常

（続き） (単位：円、人) 生活において常時の介護を必要

とする在宅の特別障害者（児）

区 分 特別障害者手当 障害児福祉手当 福祉手当(経過的) に対し手当を支給し、その負担の

軽減及び福祉の増進を図った｡

2 0 歳 以 上 の 2 0 歳 未 満 の 20歳以上で特別障害者
受 給 要 件 在宅心身障害者 在宅心身障害児 手当を受給できない者

月 額 単 価 27,300 14,850 14,850

受給者延人数 480 939 0

支 給 総 額 13,108,100 13,948,530 0

受 給 者 数
R5.3.31現在 42 83 0

○令和３年度特別障害者手当等給付費国庫負担金返還金

74,505円

自立支援医療費(育成医療)給付事業 304,996円 障害児が、障害を除去又は軽減

(単位：件、円、人） し、日常生活能力を回復させる

ための医療を受けた場合、その

給付 医療費の内訳 医療費の一部を給付した。
区 分

件数 公費負担 保 険 負 担 自己負担 実人数

視 覚 障 害 0 0 0 0 0

入 聴覚・平衡機能 0 0 0 0 0

音 声 ・ 言 語
0 0 0 0 0

そ し ゃ く

肢体不自由 0 0 0 0 0

院

内 部 障 害 2 82,208 1,385,909 10,000 2

計 2 82,208 1,385,909 10,000 2

音 声 ・ 言 語
39 175,084 463,197 23,429 5そ し ゃ く

入

肢体不自由 13 47,592 166,572 23,796 2
院

内 部 障 害 1 112 896 112 1
外

計 53 222,788 630,665 47,337 8

合 計 55 304,996 2,016,574 57,337 10
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

民 生 社 会 費 青少年健全育成事業（防犯活動に係る貸与事業） 青少年の健全育成を目的にボ

1,115,832 ランティアによる通学路等の見

参加団体数 参 加 者 守り活動を実施し、声掛け事案

に対応するなど児童の安全確保

32団体 231人 が図られた。

【経費内訳】

・青少年健全育成地域研修会開催費 267,287円

・関連団体等に対する負担金及び補助金 754,000円

・通学路等見守り活動貸与品（ベスト35枚） 94,545円

住 民 税 非 課 税 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金事業【繰越明許】 新型コロナウイルス感染症の

世 帯 等 に 対 す 52,569,997円 影響が長期化する中、様々な困

る 臨 時 特 別 給 令和３年度において住民税均等割非課税世帯や新型コロナウイル 難に直面した住民税非課税世帯

付 金 措 置 費 ス感染症の影響で家計急変のあった世帯に対し、１世帯当たり10万 等に対し、臨時特別給付金を支

548,958,188 円を支給した。 給し、当該世帯の支援を図った。

※令和３年度からの繰越事業であり、令和４年度に給付をしたもの。

申 請 期 間 令和３年12月10日～令和５年３月31日

給付対象世帯数 409世帯

給 付 世 帯 数 379世帯

（非課税 330世帯・家計急変 49世帯）

給 付 金 額 37,900,000円

事 務 経 費 14,669,997円

令和４年度住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金事業 新型コロナウイルス感染症の

88,800,000円 影響が長期化する中、様々な困

令和３年度において住民税均等割非課税世帯のうち、上記給付金 難に直面した住民税非課税世帯

事業の給付金を受給していない世帯、かつ令和４年度の住民税均等割 等に対し、臨時特別給付金を支

が非課税であった世帯に対し、１世帯当たり10万円を支給した。 給し、当該世帯の支援を図った。

申 請 期 間 令和４年６月１日～令和５年３月31日

給付対象世帯数 939世帯

給 付 世 帯 数 888世帯

（非課税 888世帯・家計急変 0世帯）

給 付 金 額 88,800,000円

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事業 電力・ガス・食料品等の価格

407,588,191円 高騰による負担増を踏まえ、特

物価・賃金・生活総合対策として、電力・ガス・食料品等の価各 に家計への影響が大きい低所得

高騰による負担増を踏まえ、特に家計への影響が大きい低所得世帯 世帯（住民税非課税世帯等）に

（令和４年度住民税均等割非課税世帯等）に対して、１世帯当たり 対し、緊急支援給付金を支給し、

５万円を支給した。 当該世帯の支援を図った。

申 請 期 間 令和４年９月30日～令和５年３月31日

給付対象世帯数 9,085世帯

給 付 世 帯 数 7,746世帯

（非課税 7,708世帯・家計急変 38世帯）

給 付 金 額 387,300,000円

事 務 経 費 20,288,191円
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

老 人 福 祉 外出支援サービス事業 21,152,749円 老衰、身体の障害、傷病等に

総 務 費 より外出が困難な高齢者及び障

1,203,684,827 害者に対して、リフト付きスト

委 託 先
区 分 登録者数 利用回数 レッチャー装着ワゴン等の利用を

提供することにより、高齢者等

む つ 市 社 会 福 祉 協 議 会 190 人 3,071 回 とその家族の身体的、精神的及

び経済的負担の軽減を図った。

老人クラブ運営費補助金 3,157,000円 老人クラブ及び老人クラブ連

合会の行う社会奉仕活動、老人

教養講座の開催及びスポーツ振

クラブ数 会員数 興事業に必要な経費を補助する

ことにより、老人クラブの活性

単位老人クラブ活動費補助金 41 クラブ 1,259 人 化を図った。

老人クラブ連合会補助金 42 クラブ 1,306 人

※単位老人クラブ１クラブが活動縮小のため補助金申請せず

単位老人クラブ運営費補助金 1,670,000円

老人クラブ連合会補助金 1,487,000円

老人保護措置事業 80,689,335円 概ね65歳以上で、環境上の理

由及び経済的な理由で居宅生活

が困難な方を養護老人ホーム等

養護老人ホーム
やむを得ない

へ措置し、必要な支援を行った。

事由による措置
計

市 内 県 内

利 用 施 設 数 1 施設 1 施設 1 施設 3 施設

令和5年3月31日
37 人 2 人 1 人 40 人

措 置 人 員

成年後見制度利用支援体制整備事業 3,578,244円 判断能力が十分でない方が必

・成年後見制度利用促進協議会 ２回 要な成年後見制度を利用できる

・むつ市成年後見センターの設置 よう、地域連携ネットワークの

（むつ市社会福祉協議会に委託） 構築、中核機関の設置により、

制度の利用促進を図った。
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

老 人 福 祉 避難行動要支援者支援システム改修事業【業務改革枠】 関係機関（消防署・警察署・

総 務 費 583,000円 町内会長・民生委員・社会福祉

（続き） 協議会）へ提供している避難行

動要支援者名簿について、これ

避難行動要支援者名簿登録区分
令和5年3月31日 まで手作業で実施していた関係

登 録 者 数 機関毎の名簿情報の仕分け・並

び替えを自動化することにより、

１．65歳以上のひとり暮らし高齢者 1,382 人 担当職員の業務負担軽減及び適

切な業務執行体制の構築を図っ

２．高齢者世帯 1,981 人 た。

３．要介護３以上 43 人

４．身体障害者 225 人

５．知的障害者 37 人

６．精神障害者 85 人

７．妊産婦・乳幼児 2 人

８．外国人 0 人

９．その他（※） 67 人

合 計 3,822 人

※その他：同居人が就業のため、日中独居（又は高齢者のみ）、

65歳以下の家族に障害あり 等
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

児 童 福 祉 生後４か月までの全戸訪問事業 878,501円 生後４か月までの乳児がいる

総 務 費 すべての家庭を訪問し、子育て

426,824,422 訪問件数 244件 支援に関する情報提供や親子の

訪問実施率 100％ 心身の状況、養育環境等を把握

することで、育児の疲れや不安

を早期に把握し、支援につなげ

た。

放課後児童健全育成事業 139,128,376円 父母が就労、疾病等により、

放課後に適切な保護育成を受け

令和５年３月末現在 られない児童のために、父母に

代わり生活指導を行い、放課後

の児童の安全を守ることにより、

小 学 校 名 児童数 学校別構成比 支援員数 児童福祉の増進を図った。

第一田名部小学校なかよし会 115 16.1 7

第二田名部小学校なかよし会 133 18.6 6

第三田名部小学校なかよし会 59 8.2 5

苫 生 小 学 校 な か よ し 会 132 18.4 8

大 平 小 学 校 な か よ し 会 133 18.6 9

大 湊 小 学 校 な か よ し 会 26 3.6 3

奥 内 小 学 校 な か よ し 会 6 0.8 3

関 根 小 学 校 な か よ し 会 32 4.5 3

川 内 小 学 校 な か よ し 会 20 2.8 3

大 畑 小 学 校 な か よ し 会 55 7.7 5

正津川小学校なかよし会 5 0.7 2

合 計 716 100.00 54

ひとり親家庭等医療費給付事業 34,572,621円 父子家庭及び母子家庭等に対

して医療費の一部を助成し、福

・対象者 18歳までの児童と父又は母 祉の増進を図った。

対象者数 世帯数 助成件数 給 付 額

児童 971 人

父 58 人 682 世帯 14,777 件 34,235,291円

母 624 人
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

児 童 福 祉 乳幼児等医療費給付事業 48,454,391円 抵抗力の弱い乳幼児期におけ

総 務 費 る疾患の早期発見及び治療と、

（続き） ・所得制限あり（国保乳児除く） 父母等の経済的負担軽減のため

・０歳～就学前児：通院医療費、入院医療費 に､乳幼児等の医療費を給付し､

・小中学生：入院医療費 福祉の増進を図った。

（単位：件、円）

区 分 件 数 給 付 額

０歳 1,752 9,927,181

１歳 1,712 7,250,229

２歳 1,666 5,673,928

３歳 1,902 6,457,430

４歳 2,044 7,432,207

５歳 1,818 6,257,702

就学前 998 3,202,513

小学生 8 421,754

中学生 12 413,780

計 11,912 47,036,724

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策支援事業 新型コロナウイルス感染拡大

（放課後児童健全育成事業） 8,000,000円 防止対策のため、消毒液やペー

パータオル等の購入に係る費用

○新型コロナウイルス感染症拡大防止対策支援事業費補助金 等を補助することにより、なか

よし会の環境整備を図った。

・補助金交付団体：株式会社アンフィニ

・実施校 ：第一田名部小学校３クラス

第二田名部小学校３クラス

第三田名部小学校

苫生小学校３クラス

大平小学校３クラス

大湊小学校

奥内小学校

川内小学校

・補助額 ：6,400,000円

・補助金交付団体：シダックス大新東ヒューマンサービス

株式会社

・実施校 ：関根小学校

大畑小学校２クラス

正津川小学校

・補助額 ：1,600,000円
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

児 童 福 祉 放課後児童支援員等処遇改善事業 2,935,900円 新型コロナウイルス感染症へ

総 務 費 の対応と少子高齢化への対応が

（続き） ○放課後児童支援員等処遇改善事業費補助金 重なる最前線で働く放課後児童

支援員等の令和４年10月から令

・補助金交付団体：株式会社アンフィニ 和５年３月分の賃金等を引き上

・対象職員数 ：46人 げる措置を実施し、処遇改善を

・補助額 ：2,411,200円 図った。

・事業者 ：シダックス大新東ヒューマンサービス

株式会社

・対象職員数 ：10人

・補助額 ：524,700円

子ども医療費管理システム構築事業 12,650,000円 令和５年４月子ども医療費給

付事業開始に向けて、対象者へ

18歳までの子ども医療費無償化に向けて、安定した業務の遂行 資格証を交付することができた。

と事務の効率化を図るため、システムを構築した。事業は２か年

に分けて行うもので、令和４年度は資格証交付に係る作業を優先

して実施した。
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

児 童 手 当 児童手当 中学校修了前の児童を養育す

措 置 費 る者に対して、家庭生活の安定に

516,995,226 寄与するために手当を支給し、

うち、扶助費 児童福祉の増進を図った。

(515,010,000)

区分 月額（円） 延べ人数（人） 金額（円）

被用者 15,000 4,715 70,725,000

0歳～3歳未満

一 非被用者 15,000 977 14,655,000

第1子･第2子 10,000 25,273 252,730,000

3歳以上小学校修了前

第3子以降 15,000 4,240 63,600,000

般

小学校修了後中学校修了前 10,000 10,814 108,140,000

施 0歳～3歳未満 15,000 0 0

3歳以上小学校修了前 10,000 47 470,000

設 小学校修了後中学校修了前 10,000 26 260,000

被用者 5,000 26 130,000

特 0歳～3歳未満

非被用者 5,000 0 0

例

第1子･第2子 5,000 501 2,505,000

給 3歳以上小学校修了前

第3子以降 5,000 46 230,000

付

小学校修了後中学校修了前 5,000 313 1,565,000

合 計 46,978 515,010,000

児 童 扶 養 手 当 児童扶養手当 父又は母と生計を同じくして

措 置 費 いない児童の世帯に家庭生活の

308,375,553 安定と自立の促進に寄与するた

うち、扶助費 めに手当を支給し、児童福祉の

(305,049,250) ○児童扶養手当事由別内訳 増進を図った。

婚 姻 生 死 未婚母

区 分 死 亡 障 害 遺 棄 拘 禁 その他 計

解 消 不 明 （父）

受給者数

484人 1人 4人 0人 0人 0人 62人 26人 619人

（母子）

（ほか、全部

受給者数

41人 1人 0人 0人 0人 0人 0人 停止82人）

（父子）
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

保 育 所 費 法人立保育園運営費 保護者の委託を受けて、幼児

1,921,732,219 の保育を行うことにより、福祉

施 設 名 定員（人) 金額（円） の増進を図った。

近川保育園 50 47,390,470

並木保育園 100 104,088,520

海の子保育園 50 45,011,430

白百合保育園 120 109,019,390

小川町第二白百合保育園 110 120,892,180

ゆきのこ保育園 150 119,934,620

大平保育園 90 80,466,270

柳町ひまわり保育園 120 115,707,010

苫生ひまわり保育園 120 121,875,330

エビナ保育園 30 42,133,170

あすなろ保育園 20 46,270,570

広域入所運営費 1,007,980

合 計 960 953,796,940

幼稚園・認定こども園施設型給付費

施 設 名 定員（人) 金額（円）

大湊幼稚園 60 34,228,950

あたご幼稚園 25 34,390,290

田名部カトリック幼稚園 15 13,287,470

大湊カトリック幼稚園 25 26,182,080

認定こども園星美幼稚園 150 131,908,567

認定こども園よしのこども園 90 115,838,600

認定こども園むつひまわり幼稚園 176 133,411,195

認定こども園こばと幼稚園 80 48,830,200

認定こども園こすもす幼稚園 60 50,298,115

認定こども園大畑中央保育園 70 83,141,790

認定こども園希望の友保育園 70 52,842,390

ナーサリーしらゆり 19 32,053,580

広域入所給付費 7,991,803

合 計 840 764,405,030

預かり保育事業 9,695,000円 家庭において保育を受けるこ

とが困難となった園児を、幼稚

〇一時預かり事業（幼稚園型）補助金 園等で一時的に預かり、必要な

保護を行うことにより、児童福

施 設 名 利用者数(人) 金額（円） 祉の増進を図った。

大湊幼稚園 3,029 1,745,000

あたご幼稚園 294 661,000

認定こども園星美幼稚園 4,397 2,119,000

認定こども園よしのこども園 2,312 1,220,000

認定こども園むつひまわり幼稚園 254 1,576,000

認定こども園こばと幼稚園 404 1,590,000

認定こども園こすもす幼稚園 1,381 784,000

合 計 12,071 9,695,000
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

保 育 所 費 むつ市民間保育所等施設整備費補助金 106,470,000円 民間保育施設に対して、老朽

（続き） 化解消を目的とした改築に要す

○柳町ひまわり保育園増改築工事 る経費の補助を行い、児童福祉

・国交付金：70,980,000円 ・市負担金：35,490,000円 の増進を図った。

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策支援事業 新型コロナウイルス感染拡大

（保育事業） 7,000,000円 防止対策のため、消毒液やペー

パータオル等の購入に係る費用

○新型コロナウイルス感染症拡大防止対策支援費補助金 等を補助することにより、保育

（保育施設） 施設の環境整備を図った。

施 設 名 金額（円）

近川保育園 400,000

並木保育園 500,000

海の子保育園 400,000

白百合保育園 500,000

小川町第二白百合保育園 500,000

ゆきのこ保育園 500,000

大平保育園 500,000

柳町ひまわり保育園 500,000

苫生ひまわり保育園 500,000

星美幼稚園 500,000

よしのこども園 500,000

エビナ保育園 400,000

ナーサリーしらゆり 300,000

大畑中央保育園 500,000

希望の友保育園 500,000

合 計 7,000,000

教育・保育施設等給付業務システム導入事業【業務改革枠】 運営費の請求の基礎となる

2,453,000円 データが紐付けられたことに

より、請求等の業務が効率的に

教育・保育施設の運営に係る費用の給付業務において、運営費 行われ、市及び教育・保育施設、

の請求や国や県への各種申請業務を行うためのシステムを導入した。 双方にとって安定した業務を遂行

することができた。
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

保 育 所 費 地域子育て支援拠点事業 25,194,000円 子育て親子の交流の場所にな

（続き） るとともに、育児相談や地域の

開所場所 大平保育園、柳町ひまわり保育園、大畑中央保育園 子育て情報の提供を行い、身近

利用組数 792組 な相談場所として子育て家庭の

利用人数 1,655人 孤立化の予防に努めた。

病児保育事業 18,214,400円 病気または病気の回復期にあ

る児童や保育中に体調不良とな

開所場所 病後児預かり室「おひさまルーム」(病後児対応型) った児童を一時的に預かり、保

病児保育室「ひだまり」(病児対応型) 護者が子育てと就労を両立でき

星美幼稚園(体調不良児対応型) るよう支援を行った。

利用件数 病後児対応型 208件

病児対応型 106件

体調不良児対応型 23件

キ ッ ズ パ ー ク ムチュ☆らんど運営事業（むつ市キッズパーク） 子育て中の方々からの要望に

管 理 費 応え開設した屋内遊戯施設は、

6,956,139 子どもの健やかな成長を支援するための屋内遊戯施設として平成 現在、たくさんの子育て世代の

27年４月10日に開設した。 方々に利用いただいている。

体を動かして遊べる「動」のスペース、図書飲食コーナーや 令和４年度は、感染防止対策

乳幼児コーナー等の「静」のスペース、ほか子ども用のトイレ、 を講じながらも、感染状況に応

手洗い及び授乳室、おむつ交換台が用意されている。 じた柔軟な運営に努め、子育て

利用できる方は小学校３年生以下の児童及びその保護者並びに 支援サークルや団体の利用者増

子育て支援団体等である。 につながった。

赤ちゃんの計測コーナーでは、

（１）利用者数 11,347人 これまでの希望者に職員が対応

する体制から、保護者等がいつ

（２）計測コーナー利用状況 （令和４年度より実施） でも自由に計測できるように改

善したところ、利用者増につな

年間利用人数 217人 がった。

また、子育て支援情報を電子

メールで配信する「子育て応援

（３）団体・サークル利用状況 メールむつ」は、年度末登録者

が1,758人となり、子育て関係

の情報取得ツールとして、広く

利用団体名 利用回数 利用人数 活用されている。

今後は、来館者増につながる

サークル 子育てメイト 11回 222人 ようなイベントの開催を検討す

るとともに、「子育て応援メー

団 体 幼稚園・保育園 4回 50人 ルむつ」等のＳＮＳを活用した

小学校・その他 (3団体) 子育て支援情報の発信を行いな

がら、充実した施設運営を図っ

ていきたい。

（４）「子育て応援メールむつ」 これらの取組は、子育てで悩

平成29年２月１日に配信サービスを開始 みを抱えるお母さん方をはじめ

登録者数 1,758人（令和５年３月31日現在） 子育て家庭の育児不安の軽減に

寄与している。
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

子育て世帯生活 低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金 新型コロナウイルス感染症に

支援特別給付金 （ひとり親世帯分） よる影響が長期化する中で、低

措 置 費 所得のひとり親に対し、その実

64,859,919 主に令和４年４月分の児童扶養手当を受給する世帯へ、児童 情を踏まえた生活の支援を行う

１人あたり５万円を支給した。 ため、生活支援特別給付金を支

給し、低所得の子育て世帯への

給付世帯数 606 世帯 支援を図った。

対象児童数 851 人

給付金額 42,550,000 円

低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金 新型コロナウイルス感染症に

（低所得世帯分） よる影響が長期化する中で、ひ

とり親以外の低所得の子育て世帯

主に令和４年４月分の児童手当又は特別児童扶養手当を受給 に対し、その実情を踏まえた生

している、令和４年度分の住民税均等割が非課税である世帯へ、 活の支援を行うため、生活支援

児童１人あたり５万円を支給した。 特別給付金を支給し、低所得の

子育て世帯への支援を図った。

給付世帯数 227 世帯

対象児童数 409 人

給付金額 20,450,000 円

子育て世帯への臨時特別給付（先行給付金）事業【繰越明許】 新型コロナウイルス感染症の

影響が長期化する中、その影響

令和３年度に実施した子育て世帯への臨時特別給付（先行給付金） を受ける子育て世帯を支援する

事業の対象者のうち、令和３年９月１日から令和４年３月31日まで ため、臨時特別給付金を支給し、

に生まれた児童手当の支給対象児童を養育している世帯のうち、令 子育て世帯への支援を図った。

和４年４月30日までに申請した世帯へ、児童１人あたり５万円を支

給するもの。

給付世帯数 22 世帯

対象児童数 22 人

給付金額 1,100,000 円

子育て世帯への臨時特別給付（追加給付金）事業【繰越明許】 新型コロナウイルス感染症の

影響が長期化する中、その影響

令和３年度に実施した子育て世帯への臨時特別給付（追加給付金） を受ける子育て世帯を支援する

事業の対象者のうち、令和３年９月１日から令和４年３月31日まで ため、臨時特別給付金を支給し、

に生まれた児童手当の支給対象児童を養育している世帯のうち、令 子育て世帯への支援を図った。

和４年４月30日までに申請した世帯へ、児童１人あたり５万円を支

給するもの。

給付世帯数 22 世帯

対象児童数 22 人

給付金額 1,100,000 円

青森県子育て世帯 青森県子育て世帯臨時特別給付金給付事業 新型コロナウイルス感染症の

臨時特別給付金 影響が長期化する中で、給食費

措 置 費 主に令和４年９月分の児童手当支給対象となる児童の保護者や や食材料費等の物価高騰に直面

172,578,084 令和４年９月30日時点で高校生を養育している世帯へ、児童１人 する子育て世帯を支援するため、

あたり２万５千円を支給した。 臨時特別給付金を支給し、子育

て世帯への支援を図った。

給付世帯数 4,125 世帯

対象児童数 6,859 人

給付金額 171,475,000 円
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

扶 助 費 生活保護費支給状況 生活に困窮する被保護者に

2,018,097,288 （単位：円、％） 対し、その程度に応じて必要な

扶 助 の 種 類 支 給 額 構 成 比 保護を行い、最低限度の生活の

生 活 扶 助 費 734,228,336 37.56 保障をするとともに、自立助長

住 宅 扶 助 費 248,877,217 12.73 の支援を行った。

教 育 扶 助 費 6,826,468 0.35

介 護 扶 助 費 75,467,140 3.86

医 療 扶 助 費 805,138,464 41.18

生 業 扶 助 費 4,872,722 0.25

葬 祭 扶 助 費 6,143,436 0.31

施 設 事 務 費 72,992,208 3.73

就 労 自 立 給 付 金 166,965 0.01

進 学 準 備 給 付 金 400,000 0.02

合 計 1,955,112,956 100.0

保護の種類別被保護世帯数及び被保護人員（月平均） 最低限度の生活を維持する

ため、世帯ごとに必要な扶助を

（単位：世帯、人） 行った。

保護の種類
被保護 被 保 護 受給割合（％）

世 帯 人 員 世 帯 人 員

生 活 扶 助 1,145 1,423 89.59 89.55

住 宅 扶 助 864 1,064 67.61 66.96

教 育 扶 助 35 56 2.74 3.52

介 護 扶 助 384 393 30.05 24.73

医 療 扶 助 1,085 1,271 84.90 79.99

生 業 扶 助 16 18 1.25 1.13

葬 祭 扶 助 2 2 0.16 0.13

月平均受給世帯数・人員

受給世帯 1,278世帯 受給人員 1,589人

１か月当たりの稼働・非稼働世帯の状況 生活保護法における稼働能力

（単位：世帯、人） の活用の促進を図った。

保護の種類
単身者 2人以上 割合（％）

世 帯 の世帯 単身者 2人以上

世 常 用 勤 労 者 世 帯 42 29 3.29 2.27

員 日 雇 労 働 者 世 帯 3 0 0.23 0.00

働 内 職 者 世 帯 1 2 0.08 0.16

帯 その他の就業者世帯 6 1 0.47 0.08

世帯主以外稼働世帯 18 1.41

稼 働 世 帯 合 計 52 50 4.07 3.91

非 稼 働 世 帯 1,039 180 81.30 14.08

医療扶助人員 被保護者の疾病に対して医療

（単位：人） 扶助を適用した。

区 分 入 院 入 院 外
割合（％）

入 院 入院外

延 べ 人 員 数 348 14,904

１か月当たり平均 29 1,242 1.83 78.16
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事 業 項 目 及 び

事業費（決算額） 実 績 内 容 事 業 効 果

円

扶 助 費 介護扶助人員 （単位：人） 被保護者が利用した介護

（続き） サービスに対して介護扶助を

区 分 施設入所 居宅介護
割合（％） 適用した。

施設入所 居宅介護

延 べ 人 員 数 547 4,172

１か月当たり平均 45 348 2.83 21.90

保護の開始・廃止等の状況 （単位：件） 生活困窮者から生活費や

医療費等の相談を受け、他法

区 分 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 他施策を活用する助言をした。

相 談 443 382 471 449 また、自助努力で生活できな

申 請 143 115 123 137 い人に対しては、適切な調査を

開 始 116 98 102 100 実施して保護の要否を決定する

取 下 6 7 5 11 とともに、保護を要しなくなった

却 下 22 13 17 18 人に対しては、適切な調査を

廃 止 116 121 128 145 実施した上で速やかに保護を

廃止した。
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